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第 １章 地方創生の現状等 

 

１ 国の動向 
わが国の人口は、戦後の復興期から高度経済成長期、バブル経済期を経て２０００年代に至るまで、

二度のベビーブームによる出生数の増加や、医療の高度化などによる平均寿命の延伸などを受けて、

一貫して増加を続けてきた。一方で、多い年に約２７０万人であった年間出生数は、昭和５０年代から

減少が続き、平成初期には年間１００万人程度まで減少したこともあって、近年は特に地方において少

子高齢化と人口減少が進んでいた。このことが広く可視化されたのが、２０１４年に民間の有識者らで

作る組織「日本創成会議」が発表した「消滅可能性都市」である。これは、若者層を中心とした東京圏へ

の過度な人口集中により、２０～３９歳の若年女性が地方から減少することで、地方における出生率の

さらなる低下を招き、その結果、全国の市町村の半数近くが消滅する可能性があるという内容であ

り、このことが地方創生の取組みの契機ともなった。 

国は、２０１４年９月にまち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）を制定し、同年１２月には

「２０６０年に１億人程度の人口を維持する」などの将来展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジ

ョン」及び５か年の目標や施策の基本的方向などをまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下

「第１期総合戦略」という。）を策定した。そして、都道府県や市町村に対して地方版総合戦略の策定を

促すとともに、交付金などによりその取組みを支援した。 

２０１９年には、第１期総合戦略の検証とともに次の５か年の方向性を示す「第２期まち・ひと・しごと

創生総合戦略」（以下「第２期総合戦略」という。）を策定した。その後、２０２１年に発足した岸田内閣

は、デジタル技術の活用によって地域の個性を生かしながら地方の社会課題解決や魅力向上の取組

みを加速化・深化し、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会を目指す「デジタル田園都市国家

構想」の実現に向け、翌２０２２年１２月に第２期総合戦略を「デジタル田園都市国家構想総合戦略」へ

と改訂した。 

国のこうした取組みや各地方公共団体の様々な施策などにより、地方移住への関心も高まり、これ

にコロナ禍におけるテレワーク普及も重なって、一時は東京２３区の人口が転出超過となるなど、東京

一極集中の傾向に変化が見られた。しかし、こうした動きも新型コロナウイルス感染症の５類移行やテ

レワーク勤務からオフィス出社へと回帰したことなどにより収まりを見せ、２０２３年には約６万８千人

の転入超過となるなど、一極集中に歯止めがかからない状況が続いている。また、少子化についても

同様に歯止めがかからず、２０２３年の婚姻数は４７万４，７１７組、出生数は７２万７，２７７人で合計特

殊出生率は１．２０と、それぞれ統計開始以来過去最低の数値を記録した。 

  

１ 国の動向 

第１章 
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２ 行田市の現状等 
本市では、国や県の動向等を踏まえ、２０１５年１２月に「行田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び

「行田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」（以下「行田市人口ビジョン」という。）を策定し、２０２０年

４月の「第２期行田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第２期行田市総合戦略」という。）策定を経

て、この間、市内における雇用創出や移住・定住の促進、子育て支援策の充実など、地方創生のための

取組みを実施してきた。 

本市の人口は、２０００年の８６，３０８人をピークに減少に転じ、直近の国勢調査年である２０２０年に

は７８，６１７人と、ピーク時と比較して約１０％と大きく減少している。国立社会保障・人口問題研究所

の推計によると、今後も本市の人口減少は続き、２０３０年には７万人、２０５０年には５万人を割ること

が予測されている（図１参照）。 

なお、本市の近年の人口動態を見ると、これまでマイナスが続いてきた社会増減は、２０２２年にプラ

ス２０４人、２０２３年にプラス４７２人と一定の改善が見られるのに対して、自然増減はマイナス幅が拡

大しており、２０２３年は７９７人のマイナスとなっている（図２参照）。このことから、近年の本市の人口

減少は、主として自然減少によるものと言うことができる。 

また、合計特殊出生率は依然として低く、近年は１．０を下回る年があるなど、国や埼玉県と比較して

もさらに低い数値で推移している。（図３参照）。 

 

 

図１ 行田市総人口の推移と今後の推計 

 

出典：国勢調査（～令和２年） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」及び行田市人口ビジョン（令和７年～） 
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図２ 行田市の人口増減内訳の推移 

 

 

出典：住民基本台帳 

図３ 合計特殊出生率の推移 

 

出典：埼玉県人口動態総覧 
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３ 第２期行田市総合戦略の検証 
第２期行田市総合戦略では、進行管理を目的として基本目標に対応した数値目標や、重要業績評価

指標（ＫＰＩ）を設定した。目標値は、計画期間最終年度である令和６年度（２０２４年度）の数値を設定し

ているが、ここでは、その前年度である令和５年度の数値を中心に、以下にその結果を示す。 

 

（１）数値目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況 

 

基本目標１ 産業を振興し、魅力的な雇用を創る 

 

数値目標 Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

市内企業数 １，９３７社 １，８７３社 ２，０１０社 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

富士見工業団地拡張地区産業団地

における雇用者数（累計） 
― ― ２５０人 

起業、創業支援件数（累計） ― ２６件 ３５件 

農地中間管理事業取組面積（累計） ２０９ｈａ ４８８ｈａ ３８０ｈａ 

大区画ほ場（３０ａ以上）整備率 ３１．０％ ３２．０％ ３２．０％ 

農地所有適格法人数（累計） ８件 １９件 １６件 

担い手育成支援件数（累計） ６件 １０件 １０件 

攻めの農業支援事業取組数（累計） ８件 ４０件 ２６件 

ブランド化推進品目数（累計） ２件 ２件 ３件 

 

基本目標２ 地域の魅力を高め、人の流れと賑わいを創る 

 

数値目標 Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

人口社会増減数 △５７人 ４３０人 ２００人 

観光入込客数 １，４３１，１５３人 １，６５３，７７２人 １，９００，０００人 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

観光協会（ＤＭＯ） 

ウェブサイト閲覧回数 

３７７，７３３件 

（Ｒ１基準値） 
１，２９７，６７０件 ５５０，０００件 

ぶらっと♪ぎょうだ売上額 １３，３４９，８７５円 ４０，７２５，２７１円 ２０，０００，０００円 

主要観光施設入込客数 ４４４，４４７人 ９０８，９７２人 ５００，０００人 

八幡通り歩行者通行量 
１，２４０人 

（Ｒ１基準値） 

１，８５９人 

（Ｒ４実績値） 

１，３７０人 

（Ｒ４目標値） 

ふるさとづくり事業 

補助件数（累計） 
１３件 ２５件 ３０件 

 

３ 第２期行田市総合戦略の検証 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

移住・定住ポータル 

サイトアクセス数 
― ３，２１６件 ２，４００件 

ＹｏｕＴｕｂｅ「ぎょうだ 

動画チャンネル」 

総再生回数（累計） 

１４３，０１２件 ４３４，０７６件 ３２０，０００件 

ふるさと納税寄附金額 ２１，６００，０００円 １２７，９７２，５００円 ３５，０００，０００円 

 

 

基本目標３ 市民が希望する結婚・出産・子育ての環境を創る 

 

数値目標 Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

合計特殊出生率 １．１０ １．０６ １．３６ 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

乳幼児健診受診率 ９２．０６％ ９７．９０％ ９８．００％ 

子育て包括支援センター 

相談件数 
９２３件 １，０５３件 １，０００件 

地域子育て支援拠点利用者数 ２９，７７８人 １９，９６６人 ３０，０００人 

こそだて応援訪問件数 １０件 ０件 １０件 

保育所待機児童数（４/１時点） ０人 ０人 ０人 

学童保育室待機児童数 

（４/１時点） 
８７人 ０人 ０人 

女性のキャリア形成支援 

のための講座参加者数 
１０７人 ６９人 １２０人 

全国学力・学習状況調査結果で 

県平均を上回る科目数 

小学６年 ０/２科目 ０/２科目 ２/２科目 

中学３年 ０/３科目 ０/３科目 ３/３科目 

新体力テストで 

県平均を上回る種目数 

小学校 ６７/９６種目 ４８/９６種目 ９６/９６種目 

中学校 ４７/５４種目 ３８/４８種目※ ４８/４８種目※ 

小・中学校における 

不登校児童・生徒数 

小学校 １１人 ４５人 ７人 

中学校 ６８人 １３６人 ３９人 

※ 中学生の新体力テストは、Ｒ３年度以降種目数が減少したため、母数を減じている。 
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基本目標４ 時代に合った活力ある安心な地域を創る 

 

数値目標 Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

行田が「住みよい」と考える市民の割合 ４７．４％ ４７．９％ ７０．０％ 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｈ３０基準値 Ｒ５実績値 Ｒ６目標値 

市内循環バス利用者数 ２３６，３０１人 ２０６，３８４人 ２６０，０００人 

デマンドタクシー利用回数 ２２，２９５回 ２７，４９１回 ３０，０００回 

問題空き家の指導 

による改善割合 
４０．８６％ ５８．８７％ ５０．００％ 

いきいき元気サポーター数 １４９人 １１０人 １８０人 

支え合いネットワーク協定締結数 １８件 １９件 ３０件 

防災訓練を実施している 

自主防災組織数 
２３．２０％ ４４．００％ ７０．００％ 

自主防犯活動団体数 １６５団体 １６９団体 １７５団体 

健康教室等参加者数 ２，５９７人 １，１４６人 ６，０００人 

シルバー人材センター会員数 ３５０人 ３４５人 ４１０人 

高齢者総合相談支援件数（訪問） １，８９１件 １，８２７件 ２，５００件 

 

 

（２）総評 

基本目標１及び２の分野においては、最終年度を待たずして既に目標を達成している数値目標やＫ

ＰＩが全体の約２／３を占め、相当の進捗が見られた。一方で、基本目標３及び４の分野においては、合

計特殊出生率をはじめとした数値目標やＫＰＩにおいてその達成割合が低くなっており、その数値は、

第２期行田市総合戦略策定時よりも減少もしくは現状維持をしているものが大半を占めている。 

これら第２期行田市総合戦略の数値目標及びＫＰＩの検証結果も踏まえつつ、本市独自の取組みを積

極的に展開するなど地方創生のさらなる充実・強化に向け、「第３期行田市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」（以下「第３期行田市総合戦略」という。）を策定するものとする。 
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第 ２章 第３期行田市総合戦略の概要 

 

１ 第３期行田市総合戦略の位置付け 
第３期行田市総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」の主旨や国の「デジタル田園都市国家構想総

合戦略」、市政運営の総合指針である「行田市基本構想」等を踏まえて、本市の最大の課題である人口

減少問題を克服し、地方創生を成し遂げていくための計画として策定する。 

 

 

２ 計画期間 
２０２５年度（令和７年度）から２０２９年度（令和１１年度）までの５か年とする。 

 

 

３ 推進体制 
第３期行田市総合戦略の推進に当たっては、全庁的な推進体制の下、施策の計画的かつ効果的な実

施に組織横断的に取り組むとともに、必要に応じて市民、行政、関係団体等が、互いに連携協働して施

策を推進するものとする。 

計画の推進に当たっては、適切なＰＤＣＡサイクルを確立する必要があることから、毎年度、基本目

標に掲げた数値目標や具体的な施策ごとに設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成度について、市

民をはじめ、産業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、メディア、士業、デジタル分野に

精通する有識者（産・官・学・金・労・言・士）等で構成する「行田市まち・ひと・しごと創生有識者会議」で

検証を行うものとする。また、第３期行田市総合戦略の内容について変更を行う場合には、同会議の

意見を聴くものとする。 

  

１ 第３期行田市総合戦略の位置付け 

２ 計画期間 

３ 推進体制 

第２章 
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第 ３章 第３期行田市総合戦略の基本的な考え方と基本目標 

 

１ 基本的な考え方と取組みの視点 
（１）基本的な考え方 

第３期行田市総合戦略においては、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の施策の方向で示

された４分野「①地方に仕事をつくる、②人の流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望をかなえる、

④魅力的な地域をつくる」を基本とし、これに「行田市基本構想」の重点政策や、「行田市実施計画」に

おける施策の方向性との整合を考慮して、第３期行田市総合戦略の基本目標を設定する。 

 

＜国のデジタル田園都市国家構想総合戦略＞ 

【総合戦略の基本的な考え方】 

⚫ テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変

化している中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこで

も誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。 

⚫ 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹

敵する情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動

力とし、地方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。 

⚫ デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジ

タル実装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の

活用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。 

⚫ これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に

基づき、改善を加えながら推進していくことが重要。 

【総合戦略の施策の方向】 

 
 

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

① 地方に仕事をつくる ② 人の流れをつくる 

③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる ④ 魅力的な地域をつくる 

  

デジタル実装の基盤条件整備 

デジタル基盤の整備／デジタル人材の育成・確保／誰一人取り残されないための取組 

 

 

 

 

 

地方のデジタル実装を下支え 

１ 基本的な考え方と取組みの視点 

第３章 
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＜行田市基本構想＞ 

基本構想では、人口減少対策のための３つの重点政策として、「子育て支援の強化と教育の充

実」、「開発の促進と雇用の創出」及び「交通インフラの整備」を掲げている。子育てや教育環境を

充実するとともに市内に雇用を創出して若い世代を行田に呼び込む、そしてそのために必要とな

る交通インフラを整備する、これらを循環させてさらなる魅力向上につなげていく「新しい行田の

好循環」に向けた取組みを進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）取組みの視点 

これまでの地方創生の取組みにデジタル技術を活用しながら質の高いサービスを創造するＤＸ（デ

ジタル・トランスフォーメーション）を取り入れることで、地域特有の課題解決やさらなる地域の活性化

が図られることが期待できる。そのため、各基本目標に位置付けた施策や具体的な取組みの実施に当

たっては、デジタル技術の活用を積極的に検討するものとする。 

  

３つの重点政策 

重点政策１ 子育て支援の強化と教育の充実 

重点政策２ 開発の促進と雇用の創出 

重点政策３ 交通インフラの整備 

新しい行田の好循環 
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２ 基本目標と施策体系 
「１ 基本的な考え方と取組みの視点」を踏まえ、基本目標と具体的な施策を次のとおり設定する。 

 

基本目標１ 企業誘致と地域産業振興で、魅力的な雇用を創る 

 

  【具体的な施策】 

  （１）企業誘致の推進と雇用の創出 

  （２）市内企業の振興とスタートアップ支援 

  （３）農業経営の基盤強化と経営支援 

 

基本目標２ 地域の魅力を発信し、新しい人の流れを創る 

 

  【具体的な施策】 

  （１）地域資源を活かした観光まちづくりの推進 

  （２）魅力的な空間・拠点の整備 

  （３）地域公共交通の充実 

  （４）行田の魅力発信 

 

基本目標３ 若い世代の希望をかなえ安心して出産・子育てができる環境を創る 

 

  【具体的な施策】 

  （１）出会いから妊娠・出産・子育て期への切れ目のない支援 

  （２）子育て世帯等に対する負担軽減 

  （３）子育てと就労の両立支援 

 

基本目標４ 若い世代も高齢者も住み続けたくなる魅力的な地域を創る 

 

  【具体的な施策】 

  （１）特色ある教育の推進 

  （２）市民が安心して暮らせる防災・防犯のまちづくり 

  （３）健康長寿づくりの推進 

  （４）移住・定住の促進 

  

２ 基本目標と施策体系 

基本目標１ 企業誘致と地域産業振興で、魅力的な雇用を創る 

基本目標２ 

 

豊富な地域資源を活用し、新しい人の流れを創る 

基本目標３ 
若い世代の希望をかなえ安心して出産・子育てができる 
環境を創る 

基本目標４ 

 

若い世代も高齢者も住み続けたくなる魅力的な地域を創る 
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第 ４章 今後の施策の方向 

 

基本目標１ 企業誘致と地域産業振興で、魅力的な雇用を創る 

 
 

数値目標 Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

市内総生産 
２８２，５６６百万円 
（Ｒ３基準値） 

基準値より増加 

 
⚫ 基本的方向 

✓ 市内に企業を誘致し若い世代にとって魅力的な雇用を創出することは、現役世代の定住や移住促進に

直結する重要な取組みである。そのため、将来の上尾道路開通や熊谷バイパスの高規格化等を見据

え、国道１７号バイパス沿線をはじめ主要な幹線道路沿線への個別開発の誘導を図り、製造業や物流施

設、商業施設など様々な業種の企業を誘致することで、市内に雇用を創出する。 

✓ 地域経済の発展のためには、市内企業の多くを占める中小企業の持続的な発展が欠かせないことか

ら、これら市内企業による人材育成や、ＤＸなど競争力の維持・拡大に向けた取組みを促進する。 

✓ 近年、会社に属さずに起業したり、就農したりする人が増えていることから、本市でもそうした動きを支

えることが重要である。そのため、市内における起業や創業などのスタートアップ支援を強化すること

で、起業しやすい環境を整え、「起業するなら行田」を広く浸透させ、さらなる起業・創業を呼び込む。 

✓ 県内有数の穀倉地帯であり、農業が盛んな土地柄であることを踏まえ、スマート農業をはじめとした農

業ＤＸの取組みの支援などを通じて農業の経営基盤の強化やさらなる成長産業化を図るとともに、若

者にも魅力的な職業としての農業を確立する。 

 

⚫ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
 
（１）企業誘致の推進と雇用の創出 

具体的な施策・取組例 

都市計画マスタープランの土地利用構想に基づく開発の誘導や、進出企業に対する負担軽減策などを

実施し、市内に企業が進出しやすい環境を構築する。 

また、事業拡大や新規立地に関する企業のニーズを直接訪問により伺うとともに、相談窓口としてワ

ンストップサービスで対応する。 

 

【具体的な取組例】 

・幹線道路沿線への個別開発の誘導 

・埋蔵文化財の先行試掘調査の実施 

・企業誘致に向けた取組みの推進       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

企業立地件数（累計）※ ４社 ３４社 

※ 市内に新規立地及び事業拡大した企業数（工場・倉庫・事務所・店舗等の開発許可、適合証明件数）  

第４章 

基本目標１ 企業誘致と地域産業振興で、魅力的な雇用を創る 
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（２）市内企業の振興とスタートアップ支援 

具体的な施策・取組例 

「創業支援等事業計画」に基づき、行田商工会議所、南河原商工会、埼玉県産業振興公社（創業・ベンチ

ャー支援センター埼玉）等と連携し、創業支援ワンストップ窓口の設置や創業セミナーを開催するなど市

内におけるスタートアップ支援を強化するとともに、起業家支援事業等を実施することで、起業しやすい

環境を整え、地域産業の新たな担い手を創出する。 

また、市内中小企業等におけるＤＸの取組みやキャリアアップ支援、人材育成支援に取り組むことで、

地域産業の持続的な発展と振興を図る。 

 

【具体的な取組例】 

・創業支援ワンストップ窓口の設置 

・創業セミナーの開催 

・起業家支援事業 

・公的資格等取得支援事業       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

創業相談件数※ ６９件 １０２件 

創業件数 １９件 ２６件 

起業家支援事業補助金交付件数（累計） ２６件 ６４件 

公的資格等取得支援補助金交付件数（累計） − １３２件 

※ 行田市、行田商工会議所、南河原商工会（R5基準値は除く）及び公益財団法人埼玉県産業振興公社に寄せられた創業相談の合計数 

 

 

（３）農業経営の基盤強化と経営支援 

具体的な施策・取組例 

農業の生産性向上や経営の安定化のため、農地中間管理機構との連携などにより農地の集積・集約化

や農業法人化を促進する。 

また、スマート農業など農業ＤＸの取組みに加えて、六次産業化やブランド化など付加価値の高い農産

物・加工品の創出を支援することで、農業従事者の所得向上や若い世代の就農を促進していく。 

 

【具体的な取組例】 

・農地中間管理機構との連携による農地の集積・集約化 

・土地改良事業の推進 

・農地所有適格法人や新たな認定農業者などの育成支援 

・スマート農業など農業ＤＸの取組みに対する支援 

・六次産業化や地産地消の推進 

・新たな農産物特産品の生産・加工支援 

・観光農園、市民農園の整備支援 

・田んぼアート米づくり体験事業       等 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

農地中間管理事業取組面積（累計）※１ ４８８ｈａ ８８９ｈａ 

大区画ほ場整備率（３０ａ以上） ３２．０％ ３３．０％ 

認定新規就農者数（累計）※２ １０件 １３件 

スマート農業等推進補助金※３交付件数（累計） ４０件 ９０件 

スマート農業導入等件数（累計）※４ １５件 ４５件 

※１ 認定農業者が農地中間管理機構を介して集積している農地の面積 

※２ 新たに農業を始める青年等が作成する青年等就農計画の認定数 
※３ 令和６年度までは、「攻めの農業」支援事業補助金 
※４ スマート農業等推進補助金（令和６年度までは「攻めの農業」支援事業補助金）を活用して、スマート農機を導入（又は拡充）した件数 
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基本目標２ 地域の魅力を発信し、新しい人の流れを創る 
 

数値目標 Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

人口社会増減数 ４３０人 ５００人 

 

⚫ 基本的方向 

✓ 忍城址や埼玉古墳群に加えて、「和装文化の足元を支え続ける足袋蔵のまち行田」として県内唯一の

日本遺産に認定されている足袋や足袋蔵など、市内に点在する豊富な地域資源をさらなる観光誘客

と観光消費拡大につなげるため、地域 DMO（※）である（一社）行田おもてなし観光局を中心とした観

光施策を推進する。 

✓ 行田市駅周辺をはじめ、まちなかの魅力や回遊性の向上を図るため、官民連携によるウォーカブルな

まちづくりを推進するとともに、訪れた人にとって魅力的に感じることのできる拠点づくりを推進する。 

✓ 都心に直結するＪＲ高崎線の駅が市の縁辺部に位置しており、市街地と駅との交通アクセスが容易でな

いことから、充実した地域公共交通の環境整備を進めることで、市民はもとより市内を訪れた人にと

っての回遊性・利便性の向上を図る。 

✓ 行田市の存在と魅力を知り、関心を抱いてもらうことが本市への移住や交流人口の増加への第一歩と

なることから、本市の様々なイベントや子育て支援策、暮らしやすさなどを効果的に情報発信する。 

 

※「ＤＭＯ」：官民が一体となり、地域の観光振興を戦略的に推進する観光地経営体 

 
⚫ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 
（１）地域資源を活かした観光まちづくりの推進 

具体的な施策・取組例 

（一社）行田おもてなし観光局と連携し、物産品の販売拠点である“さきたまテラス”や“ぶらっと♪ぎょ

うだ”などの充実を通じて、観光消費の拡大及び地域経済の循環を図る。 

また、観光客の志向が「モノ」消費から「コト」消費に変遷していることから、魅力ある観光コンテンツの

開発・強化を通じて、体験型観光を推進し、滞在時間の延伸を図る。 

さらに、各種イベントの開催や戦略的なプロモーションなどの観光施策の実施により、国内旅行者及び

インバウンド（訪日外国人旅行者）の誘客を図る。 

 

【具体的な取組例】 

・観光物産館等で取り扱う土産品や飲食メニューの充実 

・体験型コンテンツの開発・展開 

・日本遺産構成資産（足袋や足袋蔵など）を活かした観光施策の推進 

・古代蓮の里やさきたま古墳公園、忍城址などの観光施設を活用した観光施策の推進 

・イベント（古墳フェスティバル、行田花手水タウン特別企画など）の開催 

・埼玉県や地域連携DMOである（一社）埼玉県物産観光協会と連携したインバウンドの誘客 

・フィルムコミッション事業       等 

 

基本目標２ 

 

豊富な地域資源を活用し、新しい人の流れを創る 



19 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

行田市観光公式サイトレビュー数 １，２９７，６７０件 １，６７２，０００件 

主要観光施設※入込客数 ９０８，９７２人 １，０２４，０００人 

年間観光消費額 ２，１１２，４４３千円 ２，３７９，０００千円 

※ 古代蓮会館及び駐車場、郷土博物館、さきたま史跡の博物館、はにわの館、ぶらっと♪ぎょうだ、さきたまテラス、行田八幡神社、ヴェー
ルカフェの８施設、花手水ライトアップイベント「希望の光」の来場者数 

 

 

（２）魅力的な空間・拠点の整備 

具体的な施策・取組例 

都市機能の集約化や、市街地における歩道のバリアフリー化のほか、市民や観光客などが気軽に立ち

寄ることのできる休憩スペース等の整備に加えて、足袋蔵などの歴史的建築物や空き家等の利活用を支

援することで、まちなかの回遊性を向上させウォーカブルなまちづくりを推進するなど、中心市街地の活

性化を図っていく。 

また、魅力的な交流拠点を整備するため、公園施設やスポーツ施設、文化・芸術の場の充実を図るほ

か、学校再編成に伴い廃校となった学校跡地などの未利用資産を活用し、地域の活性化を図っていく。 

 

【具体的な取組例】 

・都市機能の集約化 

・中心市街地の活性化 

・良好な景観形成の推進 

・ふるさとづくり事業 

・空き家の利活用に対する支援 

・公園やスポーツ施設の充実 

・学校跡地の利活用事業 

・下忍調節池利活用事業       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

「景観について魅力」を感じている人の割合※１ ２８．４％ ３８．１％ 

「スポーツ施設や文化・芸術などの発表の場」に満足している人の割合※２ １２．７％ ２７．５％ 

足袋蔵などの歴史的建築物の利活用件数（累計） ３８件 ４４件 

空き家等活用相談申請件数（累計） １７３件 ３２３件 

※１ アンケート調査で「非常に魅力を感じる」「どちらかといえば魅力を感じる」と答えた人の割合 

※２ アンケート調査で「満足」「どちらかといえば満足」と答えた人の割合  
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（３）地域公共交通の充実 

具体的な施策・取組例 

地域内の多様な移動ニーズに対応するため、乗合型ＡＩオンデマンド交通、ライドシェアなど新たな交通

手段を提供することで、市民の日常生活を支えるとともに観光やビジネスなどで市内を訪れた人の利便

性・回遊性の向上を図る。 

 

【具体的な取組例】 

・路線バスや市内循環バスの運行 

・乗合型ＡＩオンデマンド交通運行事業 

・ライドシェアなど新たな交通手段の提供 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

「市内循環バスなど公共交通の利便性」 

に不満を感じている人の割合※１ 
５６．１％ ５０％未満 

公共交通の利用者数※２ ４０６万人 ４０６万人 

※１ アンケート調査で「不満」「どちらかといえば不満」と答えた人の割合 

※２ 鉄道（ＪＲ、秩父鉄道の市内各駅）、路線バス（吹上線、真名板線、犬塚線）、市内循環バス各路線、乗合型AIオンデマンド交通の年間利用
者数 

 

 

（４）行田の魅力発信 

具体的な施策・取組例 

市報や市ホームページのみならず、市のＰＲ映像をはじめとした動画の公開や、ＳＮＳのさらなる充実・

活用などにより、効果的なシティプロモーションを展開する。 

また、本市へのふるさと納税寄附者に対する返礼品として、行田ならではの特産品をさらに充実させ

るほか、体験型返礼品を積極的に取り入れるなど、財源の確保のみならず、本市の魅力を広く発信する。 

 

【具体的な取組例】 

・ＳＮＳや動画投稿サイトを活用した戦略的な情報発信 

・シティプロモーションの推進 

・ふるさと納税の返礼品の充実 

・企業版ふるさと納税の実施       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

市公式ＳＮＳの登録者数（累計） ４０，１７７件 ４７，０００件 

ＹｏｕＴｕｂｅ「ぎょうだ動画チャンネル」再生回数（累計） ４３４，０７６回 ８０６，０００回 

ふるさと納税による寄附受入額 
８９，６６７千円 

（R3-R5平均寄附額） 
１３０，０００千円 
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基本目標３ 若い世代の希望をかなえ安心して出産・子育てができる環境を創る 
 

数値目標 Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

「こどもまんなか社会※の実現に向かっている」と思う人の割合 １８．５％ ７０．０％ 

※ 全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会 

 

⚫ 基本的方向 

✓ 人生１００年時代のＷＥＬＬ－ＢＥＩＮＧ（幸福長寿）の実現につながるヘルスケアである「プレコンセプシ

ョンケア」を推進する。 

✓ 行田の未来を担う子どもを安心して産み、健やかに育てることができるよう妊娠・出産・育児における

それぞれのライフステージに応じた包括的な切れ目のない支援を提供する。 

✓ 充実した子育て支援や魅力的な子育て環境は、子育て世代の定住や他市からの移住促進の観点から

も重要であるため、国に先駆けた「３歳未満の保育料無償化」をはじめ子育て世帯の経済的・心理的負

担を軽減する取組みを推進する。 

✓ 共働き世帯やひとり親家庭など様々な家庭環境がある中で、多様な子育てニーズに対応できるよう、

子育てと仕事の両立を支援することで、個々人の希望に応じて、安心して子育てができる環境を創出

する。 

 

⚫ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
 
（１）出会いから妊娠・出産・子育て期への切れ目のない支援 

具体的な施策・取組例 

県の「ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター（恋たま）」と連携し、結婚を希望する独身男女に婚活支援に

関する情報などを効果的に発信する。 

誰もが希望に満ちた明日を夢みて描いたライフデザインを実現できるよう「プレコンセプションケア」を

推進し、自らの体を正しく知り、自分も他人も大切にすることなど、意識の醸成を図る。 

また、妊婦の健康管理の向上や産後うつの予防などを目的とした健康診査や、出産後の母子に対する

心身のケアや育児のサポートを行うための産後ケア事業のほか、妊婦等包括相談支援として母子の健康

状態や養育環境を確認し、必要な支援を行う訪問事業など、妊娠期から出産期にかけて母子に寄り添っ

た支援を行う。 

また、育児ストレスの軽減や保護者同士の交流機会を確保するためのおうち子育て支援事業や、子育て

中の親子が気軽に集うことができる子どもの遊び場の整備、子育てに関する情報交換や子育て相談をす

ることができる地域子育て支援拠点の運営や活動支援などを行う。 

さらに、家庭や学校以外に、こどもたちが自分の居場所と感じ、安心して多世代と交流できる場所を確

保するための子どもの居場所づくりを推進する。 

 

【具体的な取組例】 

・プレコンセプションケア推進事業 

・妊婦や産婦に対する健康診査 

・産後ケア事業 

基本目標３ 
若い世代の希望をかなえ安心して出産・子育てができる 
環境を創る 
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・妊婦等包括相談支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・４か月児健診個別健診事業 

・母子健康手帳アプリの導入 

・子育て包括支援センター事業（赤ちゃんコンシェルジュ） 

・おうち子育て支援事業（こども誰でも通園制度等） 

・こそだて応援訪問事業 

・子どもの遊び場の整備 

・地域子育て支援拠点事業 

・子どもの居場所づくりの推進       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター（恋たま）登録者数 ２３０人 ３００人 

妊婦健康診査受診率（初回） １００％ １００％ 

産婦健康診査受診率 １００％ １００％ 

母子手帳アプリ登録者数 − ３３８人 

こども誰でも通園制度利用児童数 − １，３２０人 

 

 

（２）子育て世帯等に対する負担軽減 

具体的な施策・取組例 

子育て世帯の経済的負担を軽減し、子どもを産み育てやすい環境を整備するため、国に先駆けて所得

制限のない「３歳未満児保育料無償化」を実施するほか、妊娠・出産期における支援としての妊婦のため

の支援給付や、０歳～１８歳の医療費の無償化などを実施する。 

また、多子世帯の保護者に対する給食費の補助など児童・生徒の保護者に対する経済的負担の軽減を

図る。 

 

【具体的な取組例】 

・３歳未満児保育料無償化事業 

・妊婦のための支援給付事業 

・妊娠判定のための初回産科受診料助成 

・不妊検査・治療費助成事業 

・子ども医療費助成事業 

・児童・生徒の保護者に対する経済的負担の軽減       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

子育て応援給付金支給件数 ２８８件 ３２３件 

不妊検査費助成件数 ４件 ９件 
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（３）子育てと就労の両立支援 

具体的な施策・取組例 

保育士の確保や離職を防止することで、保育園や放課後児童クラブにおける定員を確保するととも

に、延長保育や一時預かりなど多様な保育サービスの充実を図る。併せて、子どもの急病時に休暇が取

得できない場合など、就労している保護者に対する不安を解消するための施策を充実することで、子育

て世帯が安心して就労できる環境づくりを推進する。 

また、核家族化やひとり親家庭の増加など、子育てをめぐる環境が大きく変化し、保護者のみでの子

育ては負担が生じるケースもあることから、放課後の学童保育室への送迎など地域社会全体で子どもを

支える環境整備を図る。 

また、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のため、女性の就労支援・キャリア形成支援

に取り組むとともに、市民及び市内事業者に向けて子育てがしやすい制度の活用に向けた啓発や職場づ

くりに向けた普及啓発を図る。 

 

【具体的な取組例】 

・保育人材の確保に向けた取組み 

・延長保育事業 

・一時預かり事業 

・放課後児童クラブ 

・学童保育室送迎支援事業 

・病児・病後児保育事業 

・ショートステイ事業 

・トワイライトステイ事業 

・ファミリー・サポート・センター事業 

・女性の就労支援・キャリア形成支援       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

保育施設待機児童数 ０人 ０人 

学童保育室待機児童数 ０人 ０人 

女性のキャリア形成支援のための講座参加者数 ６９人 １００人 
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基本目標４ 若い世代も高齢者も住み続けたくなる魅力的な地域を創る 
 

数値目標 Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

行田市に「住み続けたい」と 
感じている市民の割合 

６１．２％ 7０．0％ 

 
⚫ 基本的方向 

✓ 近年は転入者数が転出者数を上回る社会増が続いているが年少人口や、生産年齢人口は依然として

減少している。そのため、将来的に地域の担い手となる若い世代を中心に本市への移住を促進する。 

✓ 子どもを持つ親が「行田の学校に子どもを通わせたい」と思える、魅力ある学校づくりを進めることは、

子育て世帯の定住や移住促進にもつながることから、義務教育学校の設置を見据えた小中一貫教育

の推進、教育ＤＸによる新しい学びの実現など、特色ある学校づくりを進める。 

✓ 全ての世代の方が安心して快適に暮らせるよう、頻発化、激甚化する災害に備えるための環境整備を

図るとともに、地域の自助・共助の取組みを促進する。 

✓ 誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らすことのできる社会を実現するため、引き続き、地域包括ケ

アシステムの取組みを推進するとともに、健康づくりの推進や高齢者の社会参画を促進する。 

 

⚫ 具体的な施策と重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
 

（１）特色ある教育の推進 

具体的な施策・取組例 

子どもたちが多くの仲間と切磋琢磨できるよう、市内の市立小中学校を再編し３校の義務教育学校の

設置を目指す。併せて、幼児期・小学校低学年から「英語教育」を充実するほか、ＡＩをはじめとした「ＩＣＴ

教育」の推進、児童・生徒への指導方法や学校業務をＩＣＴの活用によって支えていく教育ＤＸに取り組む

など、学力の向上に向けた取組みをより一層強化する。加えて、行田の豊富な歴史資源などを題材とし

たふるさと学習などを取り入れることで、本市独自の特色ある教育を推進する。 

また、就学前の幼児等の望ましい発達を支援するために「早期療育事業」を実施するほか、就学後にお

いても不登校児童・生徒等に対する支援として適応指導教室「ウイズ」を実施するなど、社会生活への適

応力を高め、学校復帰や社会的自立に向けた環境を整備する。 

 

【具体的な取組例】 

・外国語教育の充実 

・ＩＣＴ教育の推進 

・ふるさと学習の充実 

・キャリア・ライフデザイン教育の推進 

・学校校務ＤＸ事業 

・学習支援教員の配置 

・義務教育学校の設立準備 

・早期療育事業の充実 

・特別支援教育支援員「きらきらサポーター」の配置 

・いじめ・不登校対策の推進       等 

基本目標４ 

 

若い世代も高齢者も住み続けたくなる魅力的な地域を創る 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

県学力・学習状況調査で県平均点を上回る教科数※１ ２教科/１４教科 １４教科/１４教科 

ＣＥＦＲ Ａ１（英検３級）相当以上を 

達成した中学生の割合※2 
３４．２％ ６０．０％ 

新体力テストで県平均を上回る種目数 
小学校：48/９６種目 

中学校：38/４８種目 

小学校：９６/９６種目 

中学校：４８/４８種目 

小・中学校における不登校児童・生徒数 
小学校： ４５人 

中学校：１３６人 

小学校：１２人 

中学校：５６人 
※１ 県学力・学習状況調査結果で県平均点を上回る教科数（市内小学校４年から中学校３年までの全１４教科） 

※２ 英語教育実施状況調査による中学校３年生の割合 

 

 

（２）市民が安心して暮らせる防災・防犯のまちづくり 

具体的な施策・取組例 

相次ぐ地震や水害等の自然災害に対応するため、防災士の育成など地域における自助・共助の取組み

を支援する。また、主要河川への河川監視カメラ設置や出水対策、田んぼダムなどの減災対策を講じるこ

とで、安心して暮らせる環境を整備する。 

また、地域の防犯活動に対して支援するとともに、防犯カメラの設置などにより、地域の防犯対策を推

進する。 

 

【具体的な取組例】 

・地域における防災士育成など自助・共助の支援 

・出水対策や田んぼダム整備などの減災対策 

・防犯カメラ設置などの防犯対策の推進       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

市の防災士養成講座により 

防災士資格を取得した人数（累計） 
１６１人 ３９０人 

防災訓練を実施している自主防災組織の割合 ４４％ ８０％ 

災害応援協定締結数（累計） ７３件 ９８件 

自主防犯活動団体数（累計） １６９団体 １８０団体 
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（３）健康長寿づくりの推進 

具体的な施策・取組例 

乳幼児期から高齢期に至るまで継続した健康づくり（ライフコースアプローチ）の観点に立ち、健康に

関する正しい知識の普及や、検診、健康相談などを推進するほか、ワクチン接種の支援の充実を図ること

などにより、誰一人取り残さない健康づくりを推進する。 

また、誰もが住み慣れた地域でその人らしくいつまでも暮らせるよう、地域包括ケアシステムの強化に

取り組むことで一人暮らし高齢者や認知症の方などを支援するとともに、高齢や認知症になっても自分

らしくいきいきと楽しく暮らせるよう、高齢者の健康づくりの充実や社会参加を促進する。 

 

【具体的な取組例】 

・健康づくり活動に対する支援 

・市内各所での健康相談の実施 

・各種疾病の早期発見、予防の推進 

・地域包括ケアシステムの推進 

・介護予防事業の推進 

・認知症サポーター養成講座やオレンジカフェの開催 

・高齢者の社会参加の促進       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

健康教室等参加者数 １，１４６人 １，５００人 

健康寿命※ 

男性１８．１６歳 

女性２１．０４歳 

（Ｒ４基準値） 

延伸 

特定健康診査実施率 ３９．３％ ６０．０％ 

認知症サポーター数（累計） ５，８２０人 ８，７００人 

オレンジカフェ実施箇所数（累計） ７箇所 １２箇所 

シルバー人材センター会員数（累計） ３４５人 ３９０人 

ご近所型介護予防事業（１００歳体操）（実人数） ２６５人 ４１５人 

※ ６５歳以上に達した人が自立した生活を送る期間（介護保険制度の要介護２以上になるまでの期間）  
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（４）移住・定住の促進 

具体的な施策・取組例 

本市への移住定住をさらに促進させるため、移住定住コンシェルジュを配置し、移住相談への対応等

をするほか、全国的な移住イベントなどを通じて本市の魅力を効果的にＰＲする。 

また、若者層向けの奨学金返還支援事業などターゲットを明確にした支援策を展開することで、若い

世代を中心に移住・定住人口の増加を図る。 

 

【具体的な取組例】 

・移住定住コンシェルジュの配置 

・若者層向けの奨学金返還支援事業 

・移住者向け情報の効果的な発信       等 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） Ｒ５基準値 Ｒ１１目標値 

移住・定住ポータルサイト※アクセス数 ３，２１６件 ６，０００件 

移住相談件数 ４８件 ７０件 

若者向け奨学金返還支援金支援者数（累計） − ７０件 

※ インターネット上で情報にアクセスするための入口となるサイト  
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